
千葉県指定構造計算適合性判定機関指定基準の改定案の概要 
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１ 改定理由 

本県では、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 18 条の２第１項の規定に 

より、構造計算適合性判定業務（以下「判定業務」という。）を、国土交通大臣が 

指定した指定構造計算適合性判定機関（以下「機関」という。）のうち千葉県指定構

造計算適合性判定機関指定基準（以下「指定基準」という。）に適合する機関又は知

事が指定した機関に委任しているところである。  

  千葉県指定構造計算適合性判定機関委任基準において委任の要件となっている

指定基準では、「判定手数料は、使用料及び手数料条例に掲げる県が判定を行う際

の手数料と乖離しないものとすること。」としているが、判定業務に係る手数料に

ついては、令和６年９月３０日付け国住参建第２３７５号「構造計算適合性判定に

係る手数料の設定について（通知）」により、機関による柔軟な手数料設定が可能と

なる基準とする等の必要な対応を講ずるよう、国土交通省から通知があったところ

である。 

  当該通知の内容を踏まえ、機関の実態に応じた手数料額の設定が可能となるよう、

指定基準の一部を改定する。 

 

２ 改定内容 

  判定手数料について、「審査に要する費用の実態に照らし、適切な額とすること」

とする。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日（予定） 

 


